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前提条件 出力日: 2020年06月16日

お客様情報

●会社情報

●代表者情報

●役員情報

顧問先名

郵便番号

住所

電話番号 FAX番号

代表者名

役職

生年月日

代表者名(カナ)

年齢 性別

●決算情報

決算開始日

設立年月日

決算終了日

期

提案情報

実効税率

計算基準日

ミロク商事株式会社

101-1111

東京都千代田岩本町

03-1111-1111 03-1111-1112

弥勒太郎 ミロクタロウ

代表取締役社⾧

1955年01月01日 65歳 男性

2020年01月01日

2001年01月01日

2020年12月31日

第20期

33%

2020年01月27日

※ このページに記載されている内容は2020年01月27日時点の情報に基づくものです。
※ 対象範囲:第16期～第20期（期中の財務諸表データを元にして算出された期末時点の予測数値となります。）

氏名 氏名(カナ) 性別 生年月日 年齢 役職

役員1 弥勒太郎 ミロクタロウ 男性 1955年01月01日 65歳 代表取締役社⾧

役員2 弥勒花子 ミロクハナコ 女性 1966年12月31日 53歳 専務取締役

役員3

役員4

役員5

役員6

役員7

役員8

役員9

役員10

2/10 表紙の注意書きを必ずご確認ください
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財務諸表要旨① 出力日: 2020年06月16日

●貸借対照表

※ このページに記載されている内容は2020年01月27日時点の情報に基づくものです。

※ 対象範囲:第16期～第20期（期中の財務諸表データを元にして算出された期末時点の予測数値となります。）

（単位:千円）

資産の部 第16期 第17期 第18期 第19期 第20期

5,000 4,000 6,600 7,000 6,000流動性現預金

40,000 50,000 60,000 62,000 70,000固定性預金

0 0 0 0 0受取手形

100,000 120,000 135,000 129,000 140,000売掛金

40,000 45,000 30,000 60,000 50,000棚卸資産

5,000 3,000 4,500 6,000 10,000その他流動資産

190,000 222,000 236,100 264,000 276,000流動資産計

120,000 118,000 116,000 114,000 112,000有形固定資産

70,000 70,000 70,000 70,000 70,000無形固定資産

5,000 5,500 6,000 6,200 7,000投資等

195,000 193,500 192,000 190,200 189,000固定資産計

0 0 0 0 0繰延資産

385,000 415,500 428,100 454,200 465,000資産合計

負債・純資産の部 第16期 第17期 第18期 第19期 第20期

0 0 0 0 0支払手形

70,000 73,000 68,000 80,000 90,000買掛金

130,000 125,000 120,000 115,000 110,000借入金

80,000 110,800 132,200 151,100 156,700その他流動負債

280,000 308,800 320,200 346,100 356,700流動負債計

0 0 0 0 0固定負債

2,500 2,700 2,900 3,100 3,300引当金

282,500 311,500 323,100 349,200 360,000負債合計

100,000 100,000 100,000 100,000 100,000資本金

2,500 4,000 5,000 5,000 5,000その他株主資本

0 0 0 0 0評価・換算差額等

385,000 415,500 428,100 454,200 465,000負債・純資産合計
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財務諸表要旨② 出力日: 2020年06月16日

●損益計算書

※ このページに記載されている内容は2020年01月27日時点の情報に基づくものです。

※ 対象範囲:第16期～第20期（期中の財務諸表データを元にして算出された期末時点の予測数値となります。）

（単位:千円）

第16期 第17期 第18期 第19期 第20期

純売上高 200,000 220,000 240,000 230,000 260,000

期首棚卸高 30,000 40,000 45,000 30,000 60,000

商品仕入 80,000 90,000 95,000 100,000 100,000

材料仕入 0 0 0 0 0

労務費 0 0 0 0 0

外注費 20,000 23,000 22,000 24,000 25,000

製造経費 0 0 0 0 0

期末棚卸高 40,000 45,000 30,000 60,000 50,000

売上原価 90,000 108,000 132,000 94,000 135,000

売上総利益 110,000 112,000 108,000 136,000 125,000

販売費 30,000 25,000 20,000 30,000 35,000

人件費 40,000 42,000 44,000 50,000 50,000

一般管理費 35,000 36,000 30,000 32,000 35,000

販管費合計 105,000 103,000 94,000 112,000 120,000

営業利益 5,000 9,000 14,000 24,000 5,000

営業外収益 2,000 2,500 0 0 1,000

支払利息 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000

その他営業外費用 1,000 1,000 2,000 1,500 1,000

営業外費用 2,000 2,000 3,000 2,500 2,000

経常利益 5,000 9,500 11,000 21,500 4,000

特別利益 0 0 0 0 0

特別損失 0 500 1,000 0 0

税引前利益 5,000 9,000 10,000 21,500 4,000

法人税等 2,500 4,000 5,000 5,000 5,000

税引後利益 2,500 5,000 5,000 16,500 -1,000

4/10 表紙の注意書きを必ずご確認ください
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財務指標① 出力日: 2020年06月16日業種:卸売業（大分類）

※ 過去5期分のデータについて、中小企業実態基本調査（中小企業庁）に基づく業種別標準値のデータと顧問先のデータを比較することができます。

※ このページに記載されている内容は2020年01月27日時点の情報に基づくものです。

※ 対象範囲:第16期～第20期（期中の財務諸表データを元にして算出された期末時点の予測数値となります。）

※ 貸借対照表・損益計算書など各種財務諸表の詳細は、3～4ページをご確認ください。
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財務指標② 出力日: 2020年06月16日業種:卸売業（大分類）

※ 過去5期分のデータについて、中小企業実態基本調査（中小企業庁）に基づく業種別標準値のデータと顧問先のデータを比較することができます。

※ このページに記載されている内容は2020年01月27日時点の情報に基づくものです。

※ 対象範囲:第16期～第20期（期中の財務諸表データを元にして算出された期末時点の予測数値となります。）

※ 貸借対照表・損益計算書など各種財務諸表の詳細は、3～4ページをご確認ください。
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最終
報酬月額

退職金

功労加算金
退職金＋功労加算金

役員在任期間

最終役職
現役職年齢氏名No.

【参考】
弔慰金（業務中）

社⾧

30年間
社⾧65歳弥勒太郎1 1,000 千円

66,300

13,260

千円

千円
79,560千円 千円36,000

社⾧

27年間
専務53歳弥勒花子2 800 千円

47,736

9,547

千円

千円
57,283千円 千円28,800

3

4

5

6

7

8

9

10

114,036 22,807 136,843 64,800

弔慰金（業務中）（合計）

千円

退職金＋功労加算金（合計）

千円

退職金（合計）

千円

功労加算金（合計）

千円

※上記の表は功績倍率・功労加算率を以下のとおりと仮定して計算しています。

＋ ＝

※ このページに記載されている内容は2020年01月27日時点の情報に基づくものです。

功績倍率

功労加算率

会⾧

2.12倍

0%

社⾧

2.21倍

20%

副社⾧

1.81倍

0%

専務

1.80倍

0%

常務

1.59倍

0%

取締役

1.37倍

0%

監査役

1.28倍

0%

その他

0.00倍

0%

2020年06月16日出力日:【役員退職金対策シミュレーション】功績倍率方式による算出

2.21倍

参考データ

①役員退職金の平均支給額 ②功績倍率の平均値

支給額
退職時の

年齢
役員

在任年数
最終

報酬月額

会⾧
社⾧

専務

常務

取締役

約5,120万円
約4,172万円

約2,429万円

約1,519万円

約1,141万円

71.7歳
64.0歳

63.6歳

62.7歳

63.1歳

36.5年

17.9年
17.0年

12.0年

13.2年

100.3万円
128.5万円

103.3万円

86.6万円

75.6万円

集計
会社数 全体

従業員
50名以下

従業員
50名超

会⾧

社⾧
副社⾧

専務

常務
取締役

監査役 39社

64社
61社

62社

41社
71社

52社

1.28倍

1.37倍
1.59倍

1.80倍

1.81倍

2.12倍

1.48倍

1.37倍
1.69倍

1.92倍

2.02倍
2.29倍

2.26倍

1.19倍

1.29倍
1.51倍

2.00倍

1.75倍

2.13倍
1.98倍

平均値

※万円未満は切り捨てて表示しています。

  （2012年9月調査「役員報酬・賞与・退職金、従業員退職金、各種手当、慶弔見舞金 中小企業の「支給相場」完全データ」より）

7/10 表紙の注意書きを必ずご確認ください
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【自社株概算評価額】 出力日: 2020年06月16日

貸借対照表 単位:千円

（資産の部 ） （負債の部 ）

資産の部 合計 465,000①

負債の部 合計

（純資産の部 ）

資本金

純資産 合計

負債・純資産の部 合計

360,000②

100,000③

法人税を考慮した含み益

簿価 時価

0⑤

0⑦

0④

0⑥

土地

その他

含み益（土地やその他、有価証券など）

0⑧

(⑤-④)+(⑦-⑥)

含み益に対する法人税等

⑪

⑧-⑩

0

0

⑧×⑨

⑩37.0⑨ ％

単位:千円

＜その他の情報＞

発行株式総数 経営者保有株式数

1,000A 株 株B

経営者保有株式数

％85.0Cまたは

試

算

結

果

概

要

純資産方式 含み益方式

時価総額（概算）

時価総額／資本金額

現在株価（概算）

自社株 概算評価額
（経営者保有分）

105,000 千円ア

ウ

オ

キ

イ

エ

カ

ク

①－②

ア÷③

ア÷A

ア×(B／A) or C

1.05 倍

105,000 円

89,250 千円

1.05

105,000 千円

倍

105,000 円

89,250 千円

ア＋⑪

イ÷③

イ÷A

イ×(B／A) or C

「資産の部 合計」と「負債の部 合計」の
差額を時価総額と仮定して算出します。

純資産方式で算出した時価総額に加え、
土地などの含み益を考慮した額を時価総額
と仮定して算出します。

資産の部 合計 負債の部 合計
①－②

イメージ図

資産の部 合計 負債の部 合計
①－②

イメージ図

＋

資産の部 合計 ⑪

※上記の評価額は、純資産価額方式を基にした、簡易的な算出方法による評価額の一例となります。
そのため、将来の評価額を示唆あるいは保証するものではありません。また、税法上の算出方法とは異なるため、

算出結果を実際の相続税・贈与税などの申告時に使用することはできません。
※算出にあたっては、御社の前期決算書、御社からお伺いした内容等に基づいています。
「簿価・時価」および「法人税等」に利用する値により、算出結果は大きく変動しますのでご留意ください。

※税制の変更に伴い、「法人税等」に利用する税率は今後変動することがあります。
※相続税法上の非上場株式の自社株評価額は、
1.同族会社の場合は、原則的評価方式（類似業種比準価額方式、純資産価額方式、その併用）、
2.それ以外の場合は、特例的評価方式（配当還元方式）、により算出します。
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借入金

1,000

89,250 1.49倍 113,035

187,200

163,9001.49倍

48.0% 5年30%260,000

110,000

必要年数

必要対策資金

【事業継続保障対策シミュレーション】簡易式による算出 出力日: 2020年06月16日

「か」 借入金返済資金

千円

法人税考慮

×

下落割合売上高

「う」 運転資金

× 千円

粗利益率

×

持株比率自社株価格（概算）

「じ」 自社株対策資金

千円

法人税考慮

×

最終報酬月額

「そ」 相続対策資金

※この資料は、信頼できる情報源から得た情報およびデータに基づき構成されていますが、内容の正確性・完全性について、

これを表明あるいは保証するものではありません。

※この資料は一般的な情報提供を目的としたものであり、生命保険商品の募集を直接の目的としたものではありません。

商品のご検討にあたっては、「契約概要」「注意喚起情報」「ご契約のしおり・約款」などをご覧ください。

財務情報から表示される科目別の実績は、財務情報の最新年（単年）の数値を使用しています。

金融機関等からの借入金があると、返済が滞ると残された後継者やその家族に返済義務が降りかかります。
突然残された多額の借金で後継者たちが悩まないように、借入金残高や期間にあわせた保障を確保します。  

経営者が亡くなった後も、後継者が会社を安定して経営するための運転資金が必要となります。
従業員の給与や取引先への支払いなど、会社の経営が滞らないように、運転資金を準備しておきましょう。  

必要対策資金

×

経営権を保持するためには、2/3以上の株を確保する必要があります。そのために、後継者は分散している自社株を買い戻したり、
相続した自社株への相続税の支払いのために、資金が必要となります。

× 85.0%

必要対策資金

多くの中小企業の後継者や遺族には、相続税が課税されます。 また、後継者とそれ以外の家族が相続した資産に差があると、
遺産相続で争うケースもあります。後継者や家族に不満を残さないための資金準備が必要です

※上記数値は「自社株概算評価額」のシミュレーションを実施した結果が表示されます。

44,200 千円

必要対策資金

× 20年

功績倍率役員在任年数

× 2.21倍

※上記数値は「役員退職金対策」のシミュレーションを実施した代表者の結果が表示されます。

業務上死亡の場合

－

最終報酬月額

×

※役員死亡退職金、弔慰金を後継者が受取り、代償分割などの資金に充てることを想定しています。

３６か月 6,000 千円

必要対策資金

業務外の死亡の場合

1,000

最終報酬月額

× ６か月

514,335 千円必要対策資金合計
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※ このページに記載されている内容は2020年01月27日時点の情報に基づくものです。

※ 計算範囲:第16期～第20期（期中の財務諸表データを元にして算出された期末時点の予測数値となります。）

      ※ 計算条件:計算範囲の最高値

※ 貸借対照表・損益計算書など各種財務諸表の詳細は、3～4ページをご確認ください。

※ 法人が支払う各種税金を考慮して1.49倍（法人の実効税率を33%として計算 1÷(1－0.33)≒1.49）しています。

2020年06月16日出力日:【事業継続保障対策シミュレーション】簿価時価方式による算出

含み損益

法人税課税を考慮した合計必要保障額

千円

千円25,330

-17,000

（含み損× 1.49 倍）

(単位:千円)

資産の部 簿価 時価

00支払手形

90,00090,000買掛金

130,000130,000借入金

156,700156,700その他流動負債

376,700376,700流動負債計

00固定負債

3,3003,300引当金

380,000380,000負債合計

100,000100,000資本金

4,0004,000その他株主資本

00評価・換算差額等

484,000484,000負債・純資産合計

資産の部 簿価 時価

7,0007,000流動性現預金

70,00070,000固定性預金

00受取手形

120,000140,000売掛金

60,00060,000棚卸資産

10,00010,000その他流動資産

267,000287,000流動資産計

120,000120,000有形固定資産

70,00070,000無形固定資産

10,0007,000投資等

200,000197,000固定資産計

00繰延資産

467,000484,000資産合計
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